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  第４編                 復旧等                        

 

   第１章             施設の応急復旧                           
 

第１節  基本的事項 

 

１  復旧のための体制・資機材の整備 

市は、所管する施設及び設備の被害状況の把握及び応急復旧を行うための体制及び

資機材を整備するよう努める。 

 

２  応急復旧の実施 

市は、武力攻撃災害発生後、安全の確保に配慮したうえで、可能な限り速やかに、

所管する施設及び設備の緊急点検を実施するとともに、これらの被害状況等を把握し、

被害の拡大防止及び被災者の生活確保を最優先に応急復旧を行う。 

 

３ 通信手段の確保 

市は、国民保護措置を実施する上で重要な情報通信施設に障害が生じたときには、

安全の確保に配慮したうえで、速やかに応急復旧を行うとともに、必要に応じて、バ

ックアップ体制を確保する。 

なお、復旧措置を講じても、なお障害がある場合は、他の通信手段により関係機関

との連絡を行うものとし、府を通じて総務省にその状況を報告する。 

 

４ 府等に対する支援要請 

自らの要員、資機材などで応急復旧できない場合は、必要に応じ、知事に対し、必

要な人員や資機材の提供、技術的助言その他応急復旧のために必要な措置の支援を求

める。 

なお、他の市町村との間で、あらかじめ相互応援協定等が締結されている場合など

は、その協定等に基づき、応援を要請する。 

 

５ 主要施設の応急復旧 

(1) 市は、武力攻撃災害が発生した場合には、市が管理するライフライン施設につい
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て、速やかに被害の状況を把握するとともに、被害の状況に応じて、応急の復旧の

ための措置を講ずる。 

なお、府から依頼があった場合は、市域内における応急復旧等の状況について、

情報提供する。 

(2) 市は、武力攻撃災害が発生した場合には、その管理する道路について、速やかに

被害の状況を把握し、その状況を府に報告するとともに、被害の状況に応じて、障

害物の除去その他避難住民の運送等の輸送の確保に必要な応急の復旧のための措置

を講ずる。 
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  第２章            武力攻撃災害の復旧                         

 

第１節  国における所要の法制の整備 

 

国は、国民保護法第 171 条の規定に基づき、武力攻撃災害の復旧に関する措置に係る

財政上の措置について、速やかに、法整備のための所要の措置を講ずることとされてい

る。 

また、大規模な武力攻撃災害が発生したときは、武力攻撃災害による被災状況等を踏

まえつつ、本格的な復旧に向けての国全体としての方向性について速やかに検討するこ

ととされている。 

市は、国が示す方針に従って、府と連携し、市域の復旧を行う。 

 

第２節  所要の法制が整備されるまでの復旧 

 

１ 市は、武力攻撃災害により被災した地域の社会経済活動が低下する状況にかんがみ、

被災した地域、施設又は設備の復旧については、可能な限り迅速に行う。 

２ 市は、被災の状況、地域の特性、関係する公共的施設の管理者の意向等を勘案しつ

つ、迅速な復旧を目指すとともに、必要があると判断するときは、地域の実情等を勘

案して、当面の復旧の方向を定める。 

３ 市は、復旧にあたって、その対象となる施設の被害の状況、市及び府が定めた当面

の復旧の方向等を考慮して実施する。 
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  第３章     国民保護措置に要した費用の支弁等                

 

第１節 国民保護措置に要した費用の支弁、国への負担金の請求 

 

１ 国に対する負担金の請求方法 

国民保護措置の実施に要した費用で市が支弁したものについては、国民保護法によ

り原則として国が負担することとされていることから、市は、別途国が定めるところ

により、国に対し負担金の請求を行う。 

 

２ 関係書類の保管 

市は、武力攻撃事態等において、国民保護措置の実施に要する費用の支出に当たっ

ては、その支出額を証明する書類等を保管する。 

 

第２節 損失補償、損害補償及び損失補てん 

 

１ 損失補償 

市は、国民保護法に基づく土地等の一部使用等の行政処分を行った結果、通常生ず

べき損失については、国民保護法施行令に定める手続等に従い、補償を行う。 

 

２ 損害補償 

市は、国民保護措置の実施について援助を要請し、その要請を受けて協力をした者

がそのために死傷したときは、国民保護法施行令に定める手続等に従い損害補償を行

う。 

 

３ 総合調整及び指示に係る損失の補てん 

市は、府対策本部長が総合調整を行い、又は避難住民の誘導に係る指示をした場合

において、当該総合調整又は指示に基づく措置の実施に当たって損失を受けたときは、

国民保護法施行令に定める手続に従い、府に対して損失の請求を行う。 

ただし、市の責めに帰すべき事由により損失が生じたときは、この限りではない。 
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  第４章      国民の権利利益の救済に係る手続等                

 

第１節 国民の権利利益の迅速な救済 

 

市は、国民保護措置の実施に伴う損失補償、国民保護措置に係る不服申立て又は訴訟

その他の国民の権利利益の救済に係る手続を迅速に処理するため、国民からの問い合わ

せに対応するための総合的な窓口を開設し、手続項目ごとに担当課を定める。 

 

【国民の権利利益の救済に係る手続項目一覧】 

 特定物資の収用に関すること。（法第81条第２項） 

 特定物資の保管命令に関すること。（法第81条第３項） 

 土地等の使用に関すること。（法第82条） 

 応急公用負担に関すること。（法第113条第３項） 

損失補償 

 （法第159条第１項） 

車両等の破損措置に関すること。（法第155条第２項に 

おいて準用する災害対策基本法第76条の３第２項後段） 

 国民への協力要請によるもの。（法第70条第１,３項、 

第80条第１項、第115条第１項、第123条第１項）  損害補償 

（法第160条） 
 医療の実施の要請等によるもの。(法第85条第１,２項) 

 不服申立てに関すること。（法第６条、第175条） 

 訴訟に関すること。（法第６条、第175条） 

 

 

第２節 国民の権利利益に関する文書の保存 

 

市は、国民の権利利益の救済の手続に関連する文書（公用令書の写し、協力の要請日

時、場所、協力者、要請者、内容等を記した書類等）を、市文書取扱規程等の定めると

ころにより、適切に保存する。また、国民の権利利益の救済を確実に行うため、文書の
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逸失等することがないよう、安全な場所に確実に保管する等の配慮を行う。 

なお、市は、これらの手続に関連する文書について、武力攻撃事態等が継続している

場合及び国民保護措置に関して不服申立て又は訴訟が提起されている場合には保存期間

を延長する。 
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資 料                 用語の意味                          

 

この計画における主な用語の意味及び用法は、次のとおりとする。 

 

用   語 意 味 及 び 用 法 

安否情報 避難住民及び武力攻撃災害により死亡し又は負傷した住民（当該市

町村の住民以外の者で当該市町村に在る者及び当該市町村で死亡し

た者を含む）の安否に関する情報をいう。 

海上保安部長等 大阪海上保安監部長、関西空港海上保安航空基地長、堺海上保安署

長及び岸和田海上保安署長をいう。 

海上保安部等 大阪海上保安監部、関西空港海上保安航空基地、堺海上保安署及び

岸和田海上保安署をいう。 

緊急対処事態 武力攻撃の手段に準じる手段を用いて多数の人を殺傷する行為が発

生した事態又は当該行為が発生する明白な危険が切迫していると認

められるに至った事態で、国家として緊急に対処することが必要な

事態をいう。 

国民保護措置 対処基本方針が定められてから廃止されるまでの間に、指定（地方）

行政機関、地方公共団体、指定（地方）公共機関が法の規定に基づ

いて実施する事態対処法第22条第１号に掲げる国民の保護に関する

措置（武力攻撃から国民の生命、身体及び財産を保護するため、又

は武力攻撃が国民生活及び国民経済に影響を及ぼす場合において当

該影響が最小となるようにするための措置。ただし同号ヘに掲げる

措置については、対処基本方針が廃止された後のものを含む。）を

いう。「国民保護措置等」とは、国民保護措置及び緊急対処保護措

置のことをいう。 

国民保護法 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平

成 16年法律第 112 号）を指す。なお、図表等で、単に「法」と表記

している場合もこの法律を指す。 

市 八尾市を指し、特に区別して記載していない場合は、市長及びその

他の執行機関を含む。 
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用   語 意 味 及 び 用 法 

市国民保護計画 

八尾市の国民保護計画をいう。なお、混同するおそれのない箇所で

は文脈に合わせて単に「計画」又は「本計画」との表記も用いてい

る。 

自主防災組織等 災害対策基本法第５条に定める公共的団体等の防災に関する組織及

び住民の隣保協同の精神に基づく自発的な防災組織をいう。 

市長 八尾市長を指す。 

市長等 市長及び市の他の執行機関の長を指す。 

指定（地方）行政

機関 

指定行政機関及び指定地方行政機関をいう。両者に共通する事項に

ついて記述する場合は、この表記を用いている。 

指定（地方）公共

機関 

指定公共機関及び指定地方公共機関をいう。両者に共通する事項に

ついて記述する場合は、この表記を用いている。 

指定行政機関 省庁など、国の行政機関で、武力攻撃事態対処法施行令で定めるも

のをいう。 

指定公共機関 独立行政法人、日本銀行、日本赤十字社、日本放送協会その他の公

共的機関及び電気、ガス、輸送、通信その他の公益的事業を営む法

人で、武力攻撃事態対処法施行令で定めるものをいう。 

指定地方行政機

関 

国の地方行政機関で、武力攻撃事態対処法施行令で定めるものをい

う。 

指定地方公共機

関 

大阪府の区域において、電気、ガス、輸送、通信、医療その他の公

益的事業を営む法人、地方道路公社その他の公共的施設を管理する

法人及び地方独立行政法人で、知事が指定するものをいう。 

 

消防機関 市が消防組織法第９条の規定に基づいて設置する消防本部（消防組

合を含む）、消防署及び消防団をいう。なお、文脈の中で、同一の

意味で「消防」との表記も用いている。 

 

消防本部等 市町村が単独で設置する消防本部及び２以上の市町村が共同で設置

する消防組合をいう。 
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用   語 意 味 及 び 用 法 

ダーティボム Dirty(きたない)Bomb(ばくだん）とは、放射性物質などの核汚染物

質を詰めた爆弾のことで、核爆弾のように核反応を用いず、火薬の

みで爆発する。爆発が起きると爆弾内部に格納されていた核汚染物

質が飛散し、爆発と核汚染物質の放射線により周囲を汚染して被害

を与える。 

 

第五管区海上保

安本部等 

第五管区海上保安本部、大阪海上保安監部、関西空港海上保安航空

基地、堺海上保安署及び岸和田海上保安署をいう。 

対策本部（長） 国では武力攻撃事態等対策本部（長）又は緊急対処事態対策本部（長）、

府又は市では国民保護対策本部（長）又は緊急対処事態対策本部（長）

をいう。それぞれを区別する必要のあるときは、「国対策本部（長）」

「府対策本部（長）」、「市対策本部（長）」と表記している。 

 

知事 大阪府知事を指す。 

知事等 大阪府知事及び府の他の執行機関の長を指す。 

トリアージ トリアージ（Triage）とは、医療機能が制約される中で、一人でも

多くの傷病者に対して最善の治療を行うため、傷病者の緊急度や重

症度によって治療や後方搬送の優先順位を決めることをいう。 

非常通信協議会 電波法第７４条に規定する通信（非常の場合の無線通信）の円滑な

運用を図ることを目的として設立され、総務省が中心となり、国、

都道府県、市町村のほか、電気、ガス、通信事業者等、非常通信に

関係の深い機関により構成。 

避難先地域 住民の避難先となる地域（住民の避難の経路になる地域を含む）を

いう。 

府 大阪府を指し、特に区別して記載していない場合は、知事及びその

他の執行機関を含む。 

府国民保護計画 大阪府の国民保護計画をいう。なお、文脈に合わせて「府計画」と

の表記も用いる。 
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用   語 意 味 及 び 用 法 

武力攻撃 我が国に対する外部からの武力攻撃をいう。 

武力攻撃災害 武力攻撃により直接又は間接に生じる人の死亡又は負傷、火事、爆

発、放射性物質の放出その他の人的又は物的災害をいう。 

武力攻撃事態 武力攻撃が発生した事態又は武力攻撃が発生する明白な危険が切迫

していると認められるに至った事態をいう。 

武力攻撃事態等 武力攻撃事態及び武力攻撃予測事態（武力攻撃事態には至っていな

いが、事態が緊迫し、武力攻撃が予測されるに至った事態）をいう。 

要避難地域 住民の避難が必要な地域をいう。 

e-ラーニング パソコンやコンピュータネットワークなどを利用して教育を行なう

こと。教室で学習を行なう場合と比べて、遠隔地にも教育を提供で

きる点や、コンピュータならではの教材が利用できる点などが特徴。 

ＮＢＣ兵器 ＮＢＣとは Nuclear(核)Biological（生物）Chemical（化学）の力を

使った兵器のことをいい、核ミサイル、ウィルスや細菌などをばら

まく生物兵器や毒ガスをいう。 

ＰＴＳＤ ＰＴＳＤは、Post Traumatic Stress Disorder の略語。心的外傷後

ストレス障害という意味で、「トラウマ（心的外傷）」となる、心

に受けた衝撃的な傷が元で後に生じる様々なストレス障害のことを

いう。 

  

 

 


